
事業番号 - - -

（ ）

チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

東日本大震災復興特別会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

特別会計に関する法律第222条第2項
特別会計に関する法律施行令第66条第1項第1号

主要政策・施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

800

-

実施方法

平成30年度

％

原子力被災者環境放射線モニタリング対策関連交付金 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 統括官付参事官(予算・会計担当) 参事官　伊地知　英己

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

エネルギー対策

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

福島県が東日本大震災による原子力災害に伴い放出された環境中の放射性物質又は放射線の水準の監視及び測定を行うための基金の造成に必要な経費
に充てるための交付金を交付する。

- -

800

- -

- -

-

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

800

--

800

-

平成25年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

福島県及び12市町村が地域の実情に応じた空間線量率の測定や生活環境の様々な分野（大気、地下水、海域、土壌、森林など）の放射性物質濃度等の測
定を行うことにより、避難解除等区域等における住民の安心に資することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） -

令和3年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

800 800 800 800 800

800 800

執行率（％） 100% 100% 100%

-

-

-

総合モニタリング計画（平成23年8月決定）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

800 800

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

令和3年度当初予算

800

その他

計

2021 復興

科学技術・イノベーション

20 0158

0

800 800

800

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

雑役務費

令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

令和4年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

34,544

-

34,544

放射線モニタリングの実施

・ 総合モニタリング計画に基づい
た陸域・海域の環境放射線モニタ
リングを実施し、その結果を遅滞
なく公表したか。
・ 福島県を中心に整備されている
リアルタイム線量測定システム及
び可搬型モニタリングポストの維
持・管理を行えたか。

目標定性的指標

-- -- -

年度

定性的な成果目標と平成30～令和2年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

地点・検体数

計算式
百万円/地
点・検体数

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

14,087 15,300 34,015

-

平成30年度 令和元年度 令和2年度

83.3 83.3 -

活動実績

令和2年度

千円

放射線モニタリングの調査地点数

単位

実施された自治体数 自治体目標値

10 10

12 12

実績

14.3

定量的な目標が設定できない理由

地点・検体数

代替目標

428/15,300

自治体

％

-

3年度活動見込

31.6 28

代替指標
中間目標

3

住民の安心に資することを本事業の目的としており、本成果目標
を達成するための定量的な数値目標を設定することは困難。

- -

目標値 -

令和元年度 令和2年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

単位

基金の執行額／放射線モニタリングの調査地点数

単位当たり
コスト

-

施策の進捗状況（目標）

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

放射線モニタリングの実施

10

14,477 15,138 34,544

-
平成30年度 令和元年度 令和2年度

福島県及び12市町村による基金を活用して地域の実態に応じたモニタリン
グ調査を実施することにより、住民の安心に資する。

12 -

83.3

12

458/14,477

令和元年度

486/34,015

施策の進捗状況（実績）

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

基金を活用して地域の実態に応じたきめ細かな放射線モニタリングを実施することで、住民の安心に資する。

- -
定量的指標

-

目標最終年度

年度

年度年度

-

中間目標 目標年度

平成30年度

平成30年度

実績値 - -

単位

・ 総合モニタリング計画に基づいた陸域・海域の環境放射線モニタ
リングを実施し、その結果を遅滞なく公表したか。
・ 福島県を中心に整備されているリアルタイム線量測定システム
及び可搬型モニタリングポストの維持・管理を行えたか。

・地上における空間線量率測定、航空機による空間線量率測定、
福島周辺海域等の海水及び海底土の放射性物質濃度測定及び環
境試料中の放射性物質濃度測定等の総合モニタリング計画に基
づいた環境放射線モニタリングを計画された頻度で実施した。ま
た、環境放射線モニタリング結果について集約し、解析・評価を
行った上で四半期ごとに「環境モニタリング結果の解析について」
を報告する等、環境放射線モニタリングの結果をウェブサイトに公
表した。
・福島県内のモニタリングポストについては、自治体及び委託業者
と調整を行いつつ、移設、撤去及び再配置等を実施した。また、モ
ニタリングポストの故障等（突発的な故障含む）への対応について
は、点検・校正時の結果を踏まえつつ、計画的に実施した。

-

施策 東京電力福島第一原子力発電所の廃炉の安全確保と事故原因の究明

政策 原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ること

測
定
指
標

令和3年
度

目標年度



-

-

復興庁

事業番号 事業名所管府省名

20 環境モニタリング調査0149

○

中間段階での支出において、経済性・競争性が確保されて
いることなど、合理的なものとなっているかについて指導・確
認している。一方、随意契約においては、委託先の規定に基
づく合理的な手続きが行われているかを確認している。

東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえ、被災地域に
おけるモニタリングの実施については、社会的にも国が率先
することが求められており、このため、交付金により支援する
こととしているものである。

○

評　価項　　目

今後の住民の帰還に伴い、住民の安心のために生活空間
等における放射線モニタリングを実施するものであり、国民
や社会のニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

避難指示解除区域等への帰還の状況に応じて、迅速かつ適切にモニタリングの調査結果を地元住民に提供することができるよう、引き続き、
効率的な執行を行っていく。

東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえ、被災地域におけるモニタリングの実施については、社会的にも国が率先することが求められて
おり、このため、交付金により支援してきたことは妥当である。また、活動実績は当初見込みに見合っており、事業の成果は福島県及び市町村
が各ホームページで公表し、住民の安心に資している。

○

○

事業の成果は福島県及び市町村が各ホームページで公表
し、住民の安心に資している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

「環境モニタリング調査」では、定点において土壌・井戸水等
のモニタリングを実施しているが、本事業では市町村が住民
の要望に応じたモニタリングポイントで実施しているので、実
施地点が異なる。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

国として、交付金により支援する一方で、各市町村が実施主
体となることにより、地域の実情に応じたモニタリング等が実
施できており、本事業実施形態が最適である。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

各テーマの性格にあわせて、最適な契約手続を採用してお
り、一般競争入札を導入することが適切なものについては、
一般競争を導入して支出先を選定しており、競争性を保って
いる。なお、一部の対象業務が専門性の高いものであったた
め、一者応札や随意契約となったものもあるが、支出先が示
した実績、実施体制及び実施計画から妥当と判断した。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

今後の住民の帰還に伴い、住民の安心のために生活空間
等における放射線モニタリングを実施するものであり、優先
度の高い事業である。

基金の事業内容及び支出状況を精査し、必要額を交付して
おり、コスト等の水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

交付申請・審査の過程で、コスト削減や効率化に向けた協議
を行っている。

避難指示解除区域等への帰還の状況に応じて、実施可能な
市町村については、すべて着実に事業を実施しており、住民
の安心に資することができている。

○

避難指示解除の時期等に合わせ適切な時期に適切な場所
に絞りモニタリング等を実施しており、事業目的に即し必要
なものに限定している。

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は当初見込みに見合っている。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえ、被災地域に
おけるモニタリングの実施については、社会的にも国が率先
することが求められており、このため、交付金により定額支
援することは妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

引続き、地方公共団体等と連携して事業のニーズの把握に努め、事業の適切な進捗管理及び効率的な予算執行を行うこと。

地方公共団体の担当者と連携し、ニーズに応じた最適なモニタリングに努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通

り

引き続き、地方公共団体と連携してニーズの把握に努め、適正な予算の執行を行うこと。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

-

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成23年度 -

平成24年度 0030

平成27年度

平成26年度

令和2年度 復興庁 0160

平成25年度 新25-0060

0234

平成22年度 -

0232

0218平成28年度

平成29年度 0174

平成30年度 0613

令和元年度 復興庁 0163



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【補助　原子力被災者環境放射線モニタリング基金への積み増し】

【助成】
資金の流れ

（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

復興庁
８００百万円

原子力規制委員会
８００百万円

A 福島県

福島県民健康管理基金

交付金額 ８００百万円
基金執行額 ４８６百万円

環境放射線モニタリングを実施する自
治体に資金を補助

B 福島県

２９１百万円

C 福島県内の１０市町
１９５百万円

地域の実情に応じたモニタリングの実
施及びモニタリング結果の集約等

住民の要望に応じたモニタリングの実
施及び結果の提供等

大気浮遊じん採取分
析業務 等

D 民間企業等１７社
１３０百万円

空間線量測定 等

F 民間企業等
１３社

１９５百万円

空間放射線量
率等測定業務
等

家屋、公共
施設等の空
間線量及び
放射能濃度
測定 等

広域線量率分布測定
用装置データ解析・補

Ｅ 民間企業等１１社

１２８百万円

KURAMA-Ⅱによる

走行サーベイデー

タの解析 等



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

チェック

浪江町 8000020075477 ・大気浮遊じん分析 20 補助金等交付 - - -

双葉町 8000020075469

・放射線量当量率測定
・土壌中放射性物質濃度測
定
・土壌中放射性プルトニウ
ム測定

11 補助金等交付 - - -

飯舘村 3000020075647 ・線量マップ作成 2 補助金等交付 - - -

大熊町 9000020075451
・放射性核種調査
・放射性ダスト観測

32 補助金等交付 - - -

南相馬市 2000020072125
・大気浮遊じん分析、評価
・表面汚染測定

23 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福島県

258

A.福島県

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

31

金　額
(百万円）

空間線量率測定等業務委託

その他

使　途

助成金

33

B.福島県
金　額

(百万円）

800

旅費、役務費等

費　目 使　途

計 800 計 291

委託料 広野町放射線量モニタリング業務委託 81 事業費 大気浮遊じん採取分析業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託料福島県民健康管理基金

費　目

C.広野町 D.東北緑化環境保全株式会社

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費
広域線量率分布測定装置データ解析・補正
業務

44 事業費 広野町放射線量モニタリング業務委託 81

計 81 計 31

使　途

計計 44

1

E.国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 F. 株式会社大和田測量設計

費　目

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

81

- -

法　人　番　号

7000020070009 800

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
基金の造成・管理・基金事
業に係る交付金の交付

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福島県 7000020070009
原子力被災者環境放射線
モニタリング基金

291 補助金等交付 - -

3

4

1

2

広野町 1000020075418

・家屋定点モニタリング
・敷地内歩行モニタリング
・調査図作成等
・放射線量測定機器校正

81 補助金等交付 - - -

7

8

5

6

葛尾村 8000020075485
・ガンマカメラによる線量分
布モニタリング

13 補助金等交付 - - -

9 川内村 1000020075442
・自動車走行サーベイ
・空間線量マップ作成

2 補助金等交付 - - -

富岡町 1000020075434
・空間線量率調査
・公共施設等土壌調査
・歩道等モニタリング

10 補助金等交付 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



D

E

-39％3
一般競争契約
（最低価格）

4
相双地方環境放射線モニ
タリング・メッシュ調査（詳細
調査）業務

1120101037770
ＭＯＧコンサルタント
株式会社

株式会社クレハ分析
センター

2380001012797 放射性物質調査業務委託 7
随意契約
（その他）

7 90％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立研究開発法人
日本原子力研究開
発機構

6050005002007
広域線量率分布測定装置
（KURAMA-Ⅱ）データ解
析・補正業務

44
随意契約
（その他）

1 100％ -

株式会社松浦電弘
社

6220001000517
広域線量率分布測定装置
（KURAMA-Ⅱ）運用業務

16
随意契約
（その他）

1 100％ -

株式会社エオネック
ス

1220001006394

環境放射線モニタリング・
メッシュ調査（詳細調査）等
に基づく空間線量率マップ
作成業務

1
一般競争契約
（最低価格）

6 40％ -

株式会社千代田テク
ノル

7010001004851
福島県環境放射線セン
ター校正施設における校正
業務

3
一般競争契約
（最低価格）

1 100％ -

株式会社静環検査
センター

3080001016530 歩行サーベイ業務 3
一般競争契約
（最低価格）

4 79％ -

株式会社理研分析
センター

4390001007877
福島県学校等屋外プール
水の放射線モニタリング業
務

1
一般競争契約
（最低価格）

4 54％ -

株式会社エムビック
らいふ

8010701029742
いわき地方環境放射線移
動モニタリング調査業務

6
一般競争契約
（最低価格）

3 86％ -

ＭＯＧコンサルタント
株式会社

1120101037770

県北・県中・県南・会津・い
わき地方環境放射線モニタ
リング・メッシュ調査（詳細
調査）業務

5
一般競争契約
（最低価格）

4 59％ -

東北緑化環境保全
株式会社

6370001011342 大気降下物採取分析業務 9
一般競争契約
（最低価格）

1 89％ -

株式会社エムビック
らいふ

8010701029742
会津・南会津地方環境放射
線移動モニタリング調査業
務

7
一般競争契約
（最低価格）

4 81％ -

株式会社エムビック
らいふ

8010701029742
県北地方環境放射線移動
モニタリング調査業務

6
一般競争契約
（最低価格）

4 72％ -

東北緑化環境保全
株式会社

6370001011342
大気浮遊じん採取分析業
務

31
一般競争契約
（最低価格）

2 95％ -1

4

5

2

3

一般財団法人九州
環境管理協会

5290005013749
令和２年度環境放射線モニ
タリング測定結果等作成業
務

28
一般競争契約
（最低価格）

2 77％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

株式会社エムビック
らいふ

8010701029742
県中地方環境放射線移動
モニタリング調査業務

6
一般競争契約
（最低価格）

3 67％ -

12

13

10

11

株式会社エムビック
らいふ

8010701029742
県南地方環境放射線移動
モニタリング調査業務

4
一般競争契約
（最低価格）

4 82％ -

株式会社化研 6050001000658
公共用水域トリチウム調査
等分析業務

5
一般競争契約
（最低価格）

3 64％ -

16

17

14

15

株式会社静環検査
センター

3080001016530
相双地方環境放射線移動
モニタリング調査業務

3
一般競争契約
（最低価格）

3 62％ -

株式会社化研 6050001000658
海水の全β放射能分析業
務

1
一般競争契約
（最低価格）

4 71％ -

1

2

5

3

4

エヌ・ティ・ティ・アド
バンステクノロジ株
式会社

9011101028202
福島県放射能測定マップ
ウェブサイト運用業務

16
随意契約
（その他）

1 100％ -

エヌ・ティ・ティ・アド
バンステクノロジ株
式会社

9011101028202
福島県放射能測定マップ
ウェブサイト改修業務

26
随意契約
（その他）

1 100％ -



F

株式会社千代田テク
ノル

7010001004851
ハイボリウムエアサンプ
ラー点検校正業務(南相馬
市）

3
指名競争契約
（総合評価）

5 98％ -

株式会社菊池製作
所

6010101000917
ガンマカメラによる線量分
布モニタリング業務（飯舘
村）

2
随意契約
（その他）

- - -

エヌ・ティ・ティ・アド
バンステクノロジ株
式会社

9011101028202
町内ダストモニタ観測測定
業務（大熊町）

7
随意契約
（その他）

- - -

株式会社菊池製作
所

6010101000917
ガンマカメラによる線量分
布モニタリング業務（葛尾
村）

5
随意契約
（その他）

- - -

株式会社クレハ分析
センター

2380001012797
富岡町内土壌調査測定業
務

3
指名競争契約
（最低価格）

5 93％ -

株式会社日本環境
調査研究所

5011101016301
町内一円放射性核種調査
業務（大熊町）

21
指名競争契約
（最低価格）

2 85％ -

東北緑化環境保全
株式会社

6370001011342
大気浮遊じんモニタリング
分析業務（南相馬市）

19
指名競争契約
（最低価格）

13 89％ -

株式会社日本環境
調査研究所

5011101016301
放射線量等測定業務委託
(双葉町）

11
随意契約
（その他）

- - -

株式会社東栄科学
産業

3370001002030 灰化炉保守点検業務 4
随意契約
（その他）

1 100％ -

株式会社日立製作
所ヘルスケア

7010001008844
モニタリングポスト等保守
点検業務

2
随意契約
（その他）

1 100％ -

株式会社松浦電弘
社

6220001000517
広域線量率分布測定装置
（KURAMA-Ⅱ）点検校正業
務

3
随意契約
（その他）

1 100％ -

6

9

10

7

8

11
一般財団法人九州
環境管理協会

5290005013749
水道原水中のストロンチウ
ム-90及びプルトニウム分
析業務

2
随意契約
（その他）

2 77％ -

株式会社日立製作
所ヘルスケア

7010001008844

低バックグラウンド放射能
自動測定装置及び低バッ
クグラウンド液体シンチ
レーションカウンタ保守点
検業務

2
随意契約
（その他）

1 100％ -

株式会社千代田テク
ノル

7010001004851
リアルタイムダストモニタ保
守点検業務

2
随意契約
（その他）

1 100％ -

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

株式会社福島理化
学研究所

5380001002580
大気浮遊じんモニタリング
分析業務（浪江町）

19
随意契約
（その他）

- - -

株式会社大和田測
量設計

3380001016764
広野町放射線量モニタリン
グ業務

81
随意契約
（その他）

- - -

10

11

8

9

株式会社ネクスト情
報はましん

3380001013596
富岡町内空間線量率測定
業務

4
指名競争契約
（最低価格）

5 64％ -

12

13

株式会社ネクスト情
報はましん

3380001013596
川内村放射線量マップ作
成業務

2
随意契約
（その他）

- - -

ウエツバルブサービ
ス株式会社

9120001041510
富岡町内歩道等モニタリン
グ業務

3
指名競争契約
（最低価格）

5 44％ -



原子力被災者環境放射線モニタリング対策関連交付金 ロジックモデル

（アクティビティ） （アウトプット）（インプット） （解決すべき課題）

福島県及び関係自治
体に対して、当該交付
金を交付。

令和２年度
34,015地点

令和元年度
15,300地点

平成30年度
14,087地点

予算
800百万円

活動指標

放射線モニタリング
の調査地点数

福島県及び市町
村による基金を活
用して地域の実態
に応じたモニタリ
ング調査を実施す
ることにより、住民
の安心に資する。

成果指標
放射線モニタリン
グが実施された自
治体数

成果実績
令和２年度
10自治体

令和元年度
10自治体

平成30年度
10自治体

・東京電力福島第一原
子力発電所の廃炉に向
けた取組の監視等

・放射線防護対策及び
危機管理体制の充実・
強化

・福島県
県全域において、空間
線量率のモニタリング、
環境試料の分析を幅広
く行い、また環境放射
線モニタリングに係る
資機材の整備を行うこ
とを目的に、予算を活
用している。

・市町村
住民不安を払拭するた
め等、より住民に近い
目線で、より詳細な範
囲でのモニタリング等を
行うことを目的に、予算
を活用している。

（アウトカム）
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